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行政・支援団体向けの食支援推進資材の作成 
 

研究分担者：森崎 菜穂（国立成育医療研究センター 社会医学研究部） 
            村山 伸子（新潟県立大学 人間生活学部） 
       三瓶 舞紀子（日本体育大学体育学部健康学科ヘルスプロモーション領域） 
   
研究要旨 

本分担研究では、新型コロナウイルス流行下に実施した小中学生児童およびその保護

者への全国調査および文献レビューから把握できた、要支援者の背景別に必要としやす

い支援内容、および、新型コロナウイルス流行下にて児童への食生活支援を実施していた

自治体における、インタビュー調査をもとに作成した、必要な支援内容が要支援者に提供

される行政と支援団体の連携枠組をもとに、本成果を現場で活用できるように行政・支援

団体向けのパンフレット「学齢期の子どもに食生活支援を届けるために」を作成した。 
 また、上記資材を広く周知するシンポジウム「必要としている子どもに食の支援を届け

るための支援者連携の在り方を考える」を開催した。参加申し込み者は 110 名で、うち

自治体職員が 75 名、社会福祉協議会職員、子ども食堂やフードバンクの職員、ボランテ

ィア等参加者が 8 名であった。29 名は子どもの食への支援にすでに関与しており、9 名

は子どもの食への支援を検討しており、53 名は子どもの食への支援に興味はあるが、ま

だ具体的に検討していないと回答した。参加者の 90%は「満足・大変満足」と回答した。 
 本支援ツールの活用が期待される。 

 
 
Ａ．研究目的 
 2020 年から流行が開始した新型コロナ

ウイルス感染症（以下、コロナ）情勢により、

家庭内環境や学校生活の変化が強いられ、

子どもの健康状態が悪化している可能性が

指摘されている。また、子どもの食生活支援

を行っている子ども食堂やフードバンクな

どからは、栄養格差が広まっている可能性

が報告されている。子どもの食生活は家庭

環境に大きく影響されるため、コロナ情勢

に伴う保護者の就労状況の変化、うつ傾向

の悪化、親子関係の悪化などの社会経済的

状況等の変化が、栄養格差拡大の要因とな

っている可能性がある。 
 そこで、本研究では研究者らが行ったデ

ータ分析、文献レビュー、インタビュー調査

をもとに作成した、要支援者の背景別に必

要としやすい支援内容、および必要な支援

内容が要支援者に提供される行政と支援団

体の連携枠組が提示され、各地域において

こどもの食生活支援に関係する事業を立ち

上げたいと考えた方々の参考になる支援ツ
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ールを作成することを目的とした。 
 
Ｂ．方法 
 研究分担者らと共に、支援ツールとして

は行政・支援団体向けのパンフレット「学齢

期の子どもに食生活支援を届けるために」

を作成し、また上記資材を広く周知するシ

ンポジウム「必要としている子どもに食の

支援を届けるための支援者連携の在り方を

考える」を開催した。 
 
Ｃ．結果 
パンフレットは、前半を「学童期の子どもの

食生活支援の現状」として、後半に「学童期

のこどもの食生活支援事業促進ツール」を

載せた A4 で 20 ページの構造とした（添付

１）。 
前半「学童期の子どもの食生活支援の現

状」では、「食生活支援が必要な子どもたち

について」として「要支援者の背景別に必要

としやすい支援内容」を提示し、このほかに

「子どもの食生活支援を行っている主な支

援制度・事業について」「食生活支援形態に

ついて」をまとめて載せた。また、これらの

背景を元に、各自治体において子どもや家

庭の支援事業・制度にどのようなものがあ

るのか書き出せるワークを含めた。また、行

政栄養士が今後どのようにこれらの事業に

関われるのか、についての記載をコラム「健

康増進部局との連携について」で記述した。 
 後半「学童期のこどもの食生活支援事業

促進ツール」では、「事業の立ち上げに向け

て」「事業の立ち上げ」「事業を継続していく

ために」と事業の立ち上げから継続迄の一

連の流れ、そして「要支援者に届けるため

に」と「付録 自治体からの声」の章立て構

造とした。 
 また、2023 年 1 月 11 日に、上記のパン

フレットの紹介、および、コロナ情勢におい

て子どもの食支援を積極的に行ってきた地

域における活動の事例紹介、そして必要な

子どもに支援が届くための地域の仕組みづ

くりにおいて目指すべき未来像や今後の課

題についての専門家の講演を行ったシンポ

ジウムを行った。（添付２）。 
参加申し込み者は 110 名で、うち自治体

職員が 75 名、社会福祉協議会職員、子ども

食堂やフードバンクの職員、ボランティア

等参加者が 8 名であった。29 名は子どもの

食への支援にすでに関与しており、9 名は

子どもの食への支援を検討しており、53 名

は子どもの食への支援に興味はあるが、ま

だ具体的に検討していないと回答した。 
シンポジウムの終了後アンケートについ

ては、42 名から回答を得た。参加者の 90%
は「満足・大変満足」と回答した。参加者か

らの意見、感想には、「市町や団体の活動を

知るいい機会となりました。」「行政の取り

組みや、フードバンクの支援の広がりにつ

いては、大変分かりやすく聞かせていただ

きました。」など、他の自治体における活動

の詳細を詳しく知れたことについての感想

や、「行政の管理栄養士としても関われそう

なことのヒントをいただくことができまし

た」「行政との連携や管理栄養士に対する期

待などを伺うことができた。今後の業務に

活かしていきたい」など、行政栄養士につい

ての今後の関わり方の検討の材料になった

との可能があった。 
 

Ｄ．考察 
本分担研究では、他の分担研究で実施され

た調査・研究成果を踏まえて、各地域におい

てこどもの食生活支援に関係する事業を立

ち上げたいと考えた方々の参考になるよう

に、要支援者の背景別に必要としやすい支
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援内容、および必要な支援内容が要支援者

に提供される行政と支援団体の連携枠組が

提示された、支援ツールを作成した。シンポ

ジウムの参加者からも好評であったように、

このようなツールのニーズは高かったと思

われる。 
 
Ｅ．結論 
 必要な支援内容が要支援者に提供される

行政と支援団体の連携枠組をもとに、本成

果を現場で活用できるように行政・支援団

体向けのパンフレット「学齢期の子どもに

食生活支援を届けるために」を作成し公開

した。 
 
Ｆ．健康危機情報 
なし 
 
Ｇ．研究発表 
1．論文発表 
なし 
 
2．学会発表 
なし 
 
Ｈ． 知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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別添２ シンポジウムの案内 
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